
令和元年度 第２回 防府市行政経営改革委員会 

次  第 

 

                     ■日 時：令和２年２月４日（火） 

                          午前１０時から 

                     ■場 所：防府市役所 １号館３階 南北会議室 

 

  １ 開会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 市長あいさつ 

 

  ４ 議題 

   (1) 今後の行政経営改革の進め方について  

 

   (2) と畜場事業存廃の検討について  

 

  ５ その他 



今後の行政経営改革の進め方について 
（総合政策部 企画経営課） 

 

１ 改革に取り組むにあたって 

 

本市では、第 4 次行政改革（平成 20 年度～平成 24 年度）から引き続き、

平成 25 年度に「市民との協働を通して持続的に発展していく防府づくりに向け

た行政経営の確立」を基本理念とした「防府市行政経営改革大綱（平成 25 年度

～令和 2 年度）」（以下「現大綱」。）を策定し、その実現を図るための具体的な取

組みをまとめた「防府市行政経営改革大綱推進計画（平成 26 年度～令和 2 年

度）」を平成 26 年度に策定しています。 

 

現在の改革では、これまでの行政運営の考え方ややり方を見直し、市民と行政

が互いに協働・信頼関係を築き、民間企業の経営理念・手法を積極的に取り入れ、

成果志向の組織運営体制の構築や、公共施設マネジメント基本方針の策定などの

全庁的な仕組みの構築や予算編成手法の見直しなどを行い、限られた行政資源

（人・物・金・情報）を最大限に有効活用するための行政基盤の構築に取り組ん

だ。計画期間が残り 1 年となった現時点で、４２項目中３２項目が目標達成と

なっており、一定の成果はあったものと認識しています。 

   

しかしながら、本市の財政状況は、高齢化に伴う社会保障関連経費や公共施設

の老朽化対策などにより歳出が増大する一方、生産年齢人口の減少などの社会経

済情勢の変化により歳入は伸び悩み、毎年度財源不足が生じる極めて厳しいもの

となっています。 

今後さらに厳しさを増す社会経済情勢において、行政サービスの水準を維持

し、現時点では想定できないような新たな市民ニーズや公共施設等の老朽化、少

子高齢化に伴う社会保障へ対応するには、持続可能な行財政基盤の確立が必要不

可欠です。 

そのため、AI などの先端技術の活用や新たな財源確保など、これまで以上に

スピード感をもって効果的・効率的な行政経営に取り組む必要があります。 

 

現大綱の取組期間が令和 2 年度に終期を迎えるにあたり、令和 3 年度以降の

行政経営改革の取組について、基本的な方針は次のとおりとします。 
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２ 基本的な取組方針（案） 

 

(1) 第 5 次総合計画との一体的な推進 

総合計画は、将来の本市の目指すべき姿を示し、その達成のために必要な施

策の方向性を明らかにする計画であり、市が実施する様々な取組の指針とな

る最上位の計画です。 

 

行政経営改革は、組織運営体制の合理化や、効果的・効率的な事業の実施と

いう観点から、本市の行政資源の最適配分について、抜本的な見直しの方向性

を示す包括的・横断的な取組であり、総合計画に掲げた政策などを着実に実現

するための行財政基盤を支える重要な取組です。 

 

現大綱は、総合計画と別々に策定してきましたが、令和 3 年度を始期とする

第 5 次市総合計画（以下「次期総合計画」）の策定にあわせ、見直しを行うと

ともに、市の最上位計画である次期総合計画に統合することにより、一体的な

推進を図ります。 

これにより、これまで以上に行政経営改革に積極的に取り組む姿勢を明確に

するとともに、計画の進捗管理や検証を一体的に行うことで業務の効率化を

図ります。 

 

具体的な取組は、以下の４つの視点で洗い出し、次期総合計画における行

革部分（以下「大綱」）へ反映する予定としています。 

 

① 業務効率の向上 

② 財政の健全化 

③ 職員・組織力の向上 

④ 公民連携の推進 

 

(2) 行政経営改革委員会への意見聴取 

大綱の策定に向けて、適宜、行政経営改革委員会へ案を提示し、意見聴取

を行う予定としています。 
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と畜場事業存廃の検討について 
【行政経営改革大綱推進計画・取組項目 4-6・取組区分Ａ】 

 

１ と畜場の概要 

 

と畜場とは、食用に供する目的で牛、馬、豚、めん羊及び山羊をと殺し、又は

解体するために設置された施設です。 

本市のと畜場は、明治 42 年に右田村営と畜場として開設され、その後、昭和

9 年に現所在地に移転しています。 

現在、施設の維持管理及び衛生管理は市が行い、牛等のと殺、解体は市の利用

許可を受けた業者が行っています。 

 

 

２ 取組の経緯 

 

本市では、昭和 45 年度の 11,415 頭をピークに利用頭数は減少に転じ、平

成 30 年度にはピーク時の 3％（336 頭）にまで激減しています。 

そのため、維持管理経費に占める使用料収入の割合は 10％前後に落ち込

み、一般会計からの繰入金により維持管理経費を賄っています。 

一般会計からの繰入金は、昭和 60 年度から平成 30 年度までの 34 年間で

約 4 億円（平均約 1,100 万円/年）に達していることから、行政経営改革の取

組項目として事業の存廃を検討することとしていました。 

 

このような状況下において、食品衛生法等の一部を改正する法律（平成 30

年 6 月 13 日公布）により、と畜場における HACCP（ハサップ）※1に沿った

衛生管理が制度化※2され、令和 3 年 6 月までに基準を満たす衛生管理や防疫

対策が必要となったことから、早急に結論を出す必要が生じました。 

 

 

※1 HACCP とは 

Hazard Analysis and Critical Control Point の略称で、「危害要因分析重要管理点」

と訳される。 

 

※2 衛生管理の制度化とは 

これまで地方自治体の条例に委ねられていた衛生管理の基準を法令に規定することで、

地方自治体による運用の平準化が図られた。 

  

-3-



 

３ 検討結果 

 

HACCP 対応に関しては、衛生管理基準やマニュアルなどを整備することで

対応可能であり、ハード的にも小規模な改修となる見通しであることから、と

畜場事業は当面存続することとします。 

 

存続に当たっては、行政経営改革の推進施策である持続可能な財政運営の確

立に向け、一般会計からの繰入金に依存しないよう事業の健全化に取り組みま

す。 

 

４ その他 

 

この取組（と畜場事業存廃の検討）は、行政経営改革大綱推進計画において

「実施計画検討中」となっていることから、令和２年度において健全化に向け

た工程などを示した実施計画を作成する予定としています。 

 

 

【参考】 

① 維持管理経費（決算）と処理頭数の推移 

  H27 H28 H29 H30 

使用料収入 （千円・端数切捨） 1,288 1,218 1,187 1,143 

維持管理経費（千円・端数切捨） 12,764 12,686 12,595 11,352 

処理頭数・牛（頭） 382 365 352 336 

 

 ② 施設（建物）の概要 
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